様式１

対象人件費計算書

指定管理施設名　　　　　　　　　　　　　　　
指定管理者名　　　　　　　　　　　　　　　　


賃金スライド制度に基づく対象人件費について、以下のとおり報告します。

配置人数及び対象人件費
【非正規職員相当】
	
	〇年度
（基礎額）
	〇＋１年度
	〇＋２年度
	〇＋３年度
	〇＋４年度

	配置人数
	
	
	
	
	

	対象人件費
（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
	
	
	
	
	

	対象としている人件費の種別
	（例）給料、管理職手当、超過勤務手当、賞与（期末・勤勉）、社会保険料



	対象外としている人件費の種別
	（例）役員報酬、通勤手当、宿直手当





【非正規職員相当】
	
	〇年度
（基礎額）
	〇＋１年度
	〇＋２年度
	〇＋３年度
	〇＋４年度

	配置人数
	
	
	
	
	

	対象人件費
（消費税及び地方消費税相当額を除く。）
	
	
	
	
	

	対象としている人件費の種別
	（例）給料、管理職手当、超過勤務手当、賞与（期末・勤勉）、社会保険料



	対象外としている人件費の種別
	（例）役員報酬、通勤手当、宿直手当




対象人件費…指定管理者が指定管理の申請時に市に提示した人件計画額（労働基準法第１１条に規定される賃金。自主事業に係る経費を除く。）のうち、賃金変動の影響を受ける経費（給与・賃金、賞与等）。

様式２
第　　　　　　号　
年　　月　　日　

指定管理者　様

滝沢市長
（担当：　　　　　　　　　課）


賃金スライド制度による指定管理料の増減額について（通知）
賃金スライドに用いる変動率及び当該変動率による指定管理料の増減額（以下「賃金スライド額」という。）について、下記のとおり決定したので通知します。
つきましては、次年度の指定管理料への反映を希望する場合は、様式３により申請してください。
なお、年度事業計画等の作成に当たり、賃金スライド額を適切に反映するようお願いします。

記

１　当該年度に公表された賃金水準の変動率
	雇用形態
	変動率

	正規職員相当
	

	非正規職員相当
	



２　賃金スライド額
〇＋１年度：　　　　　　円（税抜）、　　　　　　円（税込）
〇＋２年度：　　　　　　円（税抜）、　　　　　　円（税込）
〇＋３年度：　　　　　　円（税抜）、　　　　　　円（税込）
〇＋４年度：　　　　　　円（税抜）、　　　　　　円（税込）
合　　　計：　　　　　　円（税抜）、　　　　　　円（税込）
※増額の場合は上限額、減額の場合は▲表示

３　賃金スライド額の算出方法
　　賃金スライド額＝対象人件費×（１＋変動率）－対象人件費×（１＋１.０％）

４　注意事項
　　賃金スライド額を含む指定管理料については、（当該年度＋１）年度予算の議決後、予算の範囲内で決定します。


様式３
年　　月　　日　

滝沢市長　様

指定管理者
団体名
					　　所在地
					　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印


賃金スライド制度による指定管理料の賃金スライド額について（申請）
賃金スライドにおける変動率を踏まえた指定管理料について、下記のとおり申請します。

記

１　指定管理施設名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　賃金スライド申請額
	○＋１年度
	
	円（税抜）
	
	円（税込）
	※

	○＋２年度
	
	円（税抜）
	
	円（税込）
	※

	○＋３年度
	
	円（税抜）
	
	円（税込）
	※

	○＋４年度
	
	円（税抜）
	
	円（税込）
	※

	合計
	
	円（税抜）
	
	円（税込）
	



※各年度の単年スライド額を記載すること。
